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議案第２７号                                      主要改正点 

  ・大東市安全で安心なまちづくり基金を廃止したこと。 

  大東市基金条例 新旧対照表   
 

新  旧 

   

第１条 （略） 

（設置） 

第２条 （略） 

基金の名称 設置の目的 

  

  

  

大東市子ども基金 （略） 

 
 
 

 

  

 
 
 

 

２ ～ ３ （略） 

第３条 ～ 第８条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 第１条 （略） 

 （設置） 

第２条 （略） 

基金の名称 設置の目的 

  

  

  

大東市子ども基金 （略） 

大東市安全で安心なまちづ

くり基金 

安全で安心なまちづくりの推進に要する経費に充てる

ため資金を積み立てること。 

  

  

  

２ ～ ３ （略） 

第３条 ～ 第８条 （略） 
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議案第２８号                                      主要改正点 

  ・介護保険の第 1 号被保険者の保険料率を改定したこと。 

  大東市介護保険条例 新旧対照表   
 

新  旧 

   

第１条 ～ 第３条 （略） 

 （保険料率） 

第４条 令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率は、次の各号に掲げる

第１号被保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）の区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」という。）第３９条第１

項第１号に掲げる者 ３８，５２０円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ５７，７８０円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５７，７８０円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６９，３３６円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７７，０４０円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ９２，４４８円 

  ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規定する合

計所得金額（以下「合計所得金額」という。）（租税特別措置法（昭和３２年法律第 

２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１

項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３第１

項又は第３６条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から令第２２条の

２第２項に規定する特別控除額を控除して得た額とし、当該合計所得金額が０を下

回る場合には、０とする。以下同じ。）が１，２００，０００円未満である者であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

  イ （略） 

(7) 次のいずれかに該当する者 １００，１５２円 

ア 合計所得金額が１，２００，０００円以上２，１００，０００円未満である者であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

 第１条 ～ 第３条 （略） 

 （保険料率） 

第４条 平成３０年度から令和２年度までの各年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る第１号被保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」という。）第３９条第１

項第１号に掲げる者 ３８，２８０円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ５７，４２０円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５７，４２０円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６８，９０４円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７６，５６０円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ９１，８７２円 

  ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規定する合

計所得金額（以下「合計所得金額」という。）（租税特別措置法（昭和３２年法律第 

２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１

項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３第１

項又は第３６条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から令第２２条の

２第２項に規定する特別控除額を控除して得た額とする。以下この項において同

じ。）が１，２００，０００円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当

しないもの 

  イ （略） 

(7) 次のいずれかに該当する者 ９９，５２８円 

ア 合計所得金額が１，２００，０００円以上２，０００，０００円未満である者であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 
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新  旧 

   

イ （略） 

(8) 次のいずれかに該当する者 １１５，５６０円 

ア 合計所得金額が２，１００，０００円以上３，２００，０００円未満である者であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ （略） 

(9) 次のいずれかに該当する者 １３０，９６８円 

ア 合計所得金額が３，２００，０００円以上４，０００，０００円未満である者であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ （略） 

(10) 次のいずれかに該当する者 １３８，６７２円 

ア ～ イ （略） 

(11) 次のいずれかに該当する者 １５４，０８０円 

ア ～ イ （略） 

(12) 前各号のいずれにも該当しない者 １６９，４８８円 

２ 前項第１号から第３号までの規定にかかわらず、所得の少ない第１号被保険者につい

ての保険料の減額賦課に係る令和３年度における保険料率は、次の各号に掲げる第１号

被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 前項第１号に掲げる者 ２３，１１２円 

(2) 前項第２号に掲げる者 ３８，５２０円 

(3) 前項第３号に掲げる者 ５３，９２８円 

第５条 ～ 第６条 （略） 

 （普通徴収の特例） 

第７条 保険料の額の算定の基礎に用いる市町村民税の課税、非課税の別又は合計所得金

額が確定しないため当該年度分の保険料の額を確定することができない場合において

は、その確定する日までの間において到来する納期において徴収すべき保険料に限り、

第１号被保険者について、その者の前年度の保険料の額を当該年度の当該保険料に係る

納期の数で除して得た額（市長が必要と認める場合においては、当該額の範囲内におい

イ （略） 

(8) 次のいずれかに該当する者 １１４，８４０円 

ア 合計所得金額が２，０００，０００円以上３，０００，０００円未満である者であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ （略） 

(9) 次のいずれかに該当する者 １３０，１５２円 

ア 合計所得金額が３，０００，０００円以上４，０００，０００円未満である者であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ （略） 

(10) 次のいずれかに該当する者 １３７，８０８円 

ア ～ イ （略） 

(11) 次のいずれかに該当する者 １５３，１２０円 

ア ～ イ （略） 

(12) 前各号のいずれにも該当しない者 １６８，４３２円 

２ 前項第１号から第３号までの規定にかかわらず、所得の少ない第１号被保険者につい

ての保険料の減額賦課に係る令和２年度における保険料率は、次の各号に掲げる第１号

被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 前項第１号に掲げる者 ２２，９６８円 

(2) 前項第２号に掲げる者 ３８，２８０円 

(3) 前項第３号に掲げる者 ５３，５９２円 

第５条 ～ 第６条 （略） 

 （普通徴収の特例） 

第７条 保険料の額の算定の基礎に用いる市町村民税の課税、非課税の別又は地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額（以下「合

計所得金額」という。）が確定しないため当該年度分の保険料の額を確定することができ

ない場合においては、その確定する日までの間において到来する納期において徴収すべ

き保険料に限り、第１号被保険者について、その者の前年度の保険料の額を当該年度の
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新  旧 

   

て市長が定める額とする。）を、それぞれの納期に係る保険料として普通徴収する。 

 

 

２ （略） 

第８条 ～ 第１４条 （略） 

 （協議会） 

第１５条 （略） 

２ （略） 

３ （略） 

(1) ～ (3) （略） 

 (4) 地域における福祉関係団体に属する者 

 (5) （略） 

４ ～ ７ （略） 

第１６条 ～ 第２１条 （略） 

 

   附 則 

第１条 ～ 第６条 （略） 

 （令和３年度から令和５年度までの保険料率の算定に関する基準の特例） 

第７条 第１号被保険者のうち、令和２年の合計所得金額に所得税法（昭和４０年法律第

３３号）第２８条第１項に規定する給与所得又は同法第３５条第３項に規定する公的年

金等に係る所得が含まれている者の令和３年度における保険料率の算定についての第４

条第１項（第６号ア、第７号ア、第８号ア、第９号ア、第１０号ア、第１１号ア及び第 

１２号に係る部分に限る。）の規定の適用については、同項第６号ア中「租税特別措置法」

とあるのは、「所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得

及び同法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得の合計額については、同法第

２８条第２項の規定によって計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の規定によっ

て計算した金額の合計額から１００，０００円を控除して得た額（当該額が０を下回る

当該保険料に係る納期の数で除して得た額（市長が必要と認める場合においては、当該

額の範囲内において市長が定める額とする。）を、それぞれの納期に係る保険料として普

通徴収する。 

２ （略） 

第８条 ～ 第１４条 （略） 

 （協議会） 

第１５条 （略） 

２ （略） 

３ （略） 

(1) ～ (3) （略） 

 

 (4) （略） 

４ ～ ７ （略） 

第１６条 ～ 第２１条 （略） 

 

   附 則 

第１条 ～ 第６条 （略） 
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新  旧 

   

場合には、０とする。）によるものとし、租税特別措置法」とする。 

２ 前項の規定は、令和４年度における保険料率の算定について準用する。この場合にお

いて、同項中「令和２年」とあるのは、「令和３年」と読み替えるものとする。 

３ 第１項の規定は、令和５年度における保険料率の算定について準用する。この場合に

おいて、同項中「令和２年」とあるのは、「令和４年」と読み替えるものとする。 
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議案第２９号                                      主要改正点 

  ・国民健康保険税の課税額を変更したこと。 

・国民健康保険税の減額に係る軽減判定所得を見直したこと。 

  大東市国民健康保険税条例 新旧対照表   
 

新  旧 

   

第１条 （略） 

 （課税額） 

第２条 （略） 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属

する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯

別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が６３０，０００円を超える場合におい

ては、基礎課税額は、６３０，０００円とする。 

３ （略） 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者である世帯主（前条第

２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する介護納付金課税被保険者につき算定した所

得割額並びに被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が１７０，０００円

を超える場合においては、介護納付金課税額は、１７０，０００円とする。 

 （国民健康保険の被保険者に係る所得割額） 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る地方税法（昭

和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第３１４条の２第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合計額から同条第２項の規定による控除をした後の総所得金額

及び山林所得金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）に１００分の

８．６２を乗じて算定する。 

２ （略） 

 （国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） 

第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について３０，６４０円とす

る。 

 （国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額） 

 第１条 （略） 

 （課税額） 

第２条 （略） 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属

する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯

別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が５８０，０００円を超える場合におい

ては、基礎課税額は、５８０，０００円とする。 

３ （略） 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者である世帯主（前条第

２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する介護納付金課税被保険者につき算定した所

得割額並びに被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が１６０，０００円

を超える場合においては、介護納付金課税額は、１６０，０００円とする。 

 （国民健康保険の被保険者に係る所得割額） 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る地方税法（昭

和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第３１４条の２第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合計額から同条第２項の規定による控除をした後の総所得金額

及び山林所得金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）に１００分の

８．３３を乗じて算定する。 

２ （略） 

 （国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） 

第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について２６，３６０円とす

る。 

 （国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額） 
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新  旧 

   

第５条 （略） 

(1) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規定により被保険

者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世

帯に属するものをいう。以下同じ。）と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であ

って同日の属する月（以下この号において「特定月」という。）以後５年を経過する月

までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。次号、

第７条の２及び第２３条において同じ。）及び特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同

一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月

から特定月以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がい

ない場合に限る。）をいう。第３号、第７条の２及び第２３条において同じ。）以外の世

帯 ３１，８７０円 

 (2) 特定世帯 １５，９３５円 

 (3) 特定継続世帯 ２３，９０２円 

 （国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る基礎控除後

の総所得金額等に１００分の２．７３を乗じて算定する。 

 （国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額） 

第７条 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人について９，４７８円とする。 

 （国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等割額） 

第７条の２ （略） 

 (1) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ９，８５８円 

 (2) 特定世帯 ４，９２９円 

(3) 特定継続世帯 ７，３９３円 

 （介護納付金課税被保険者に係る所得割額） 

第８条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基礎控除後の総所得

金額等に１００分の２．４７を乗じて算定する。 

 （介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） 

第５条 （略） 

(1) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規定により被保険

者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世

帯に属するものをいう。以下同じ。）と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であ

って同日の属する月（以下この号において「特定月」という。）以後５年を経過する月

までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。次号、

第７条の２及び第２３条において同じ。）及び特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同

一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月

から特定月以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がい

ない場合に限る。）をいう。第３号、第７条の２及び第２３条において同じ。）以外の世

帯 ３０，５６５円 

 (2) 特定世帯 １５，２８２円 

 (3) 特定継続世帯 ２２，９２３円 

 （国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る基礎控除後

の総所得金額等に１００分の３．４９を乗じて算定する。 

 （国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額） 

第７条 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人について６，４７８円とする。 

 （国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等割額） 

第７条の２ （略） 

 (1) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ９，９７０円 

 (2) 特定世帯 ４，９８５円 

(3) 特定継続世帯 ７，４７７円 

 （介護納付金課税被保険者に係る所得割額） 

第８条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基礎控除後の総所得

金額等に１００分の２．６８を乗じて算定する。 

 （介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） 
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第９条 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保険者１人について１８，

２１３円とする。 

第１０条 ～ 第２２条 （略） 

 （国民健康保険税の減額） 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国民

健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が６３０，０００円を超える場合には、６３０，０００円）、

同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が１９０，０００円を超える場合には、１９０，０００円）並びに

同条第４項本文の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額（当該減額して

得た額が１７０，０００円を超える場合には、１７０，０００円）の合算額とする。 

(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、４３０， 

０００円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一

世帯所属者のうち給与所得を有する者（前年中に同条に規定する総所得金額に係る所

得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得について同条

第３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の

収入金額が５５０，０００円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）

の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３条の５に規定する総

所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得について同

条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未満の者にあっ

ては当該公的年金等の収入金額が６００，０００円を超える者に限り、年齢６５歳以

上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が１，１００，０００円を超える者に限

る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条において「給

与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっては、４３０，０００円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に１００，０００円を乗じて得た金額を加算した金額）

を超えない世帯に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

第９条 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保険者１人について１７，

６３４円とする。 

第１０条 ～ 第２２条 （略） 

 （国民健康保険税の減額） 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国民

健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が５８０，０００円を超える場合には、５８０，０００円）、

同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が１９０，０００円を超える場合には、１９０，０００円）並びに

同条第４項本文の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額（当該減額して

得た額が１６０，０００円を超える場合には、１６０，０００円）の合算額とする。 

(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、３３０， 

０００円を超えない世帯に係る納税義務者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規
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定する世帯主を除く。） １人について ２１，４４８円 

  イ （略） 

   (ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ２２，３０９円 

   (ｲ) 特定世帯 １１，１５５円 

   (ｳ) 特定継続世帯 １６，７３２円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額 

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について ６，６３５円 

  エ （略） 

   (ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ６，９０１円 

   (ｲ) 特定世帯 ３，４５１円 

   (ｳ) 特定継続世帯 ５，１７６円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について １２，７５０円 

 (2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、４３０， 

０００円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一

世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、４３０，０００円に

当該給与所得者等の数から１を減じた数に１００，０００円を乗じて得た金額を加算

した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき２８５，０００円を加算し

た金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。） １人について １５，３２０円 

イ （略） 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １５，９３５円 

(ｲ) 特定世帯 ７，９６８円 

(ｳ) 特定継続世帯 １１，９５１円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額 

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について ４，７３９円 

定する世帯主を除く。） １人について １８，４５２円 

  イ （略） 

   (ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ２１，３９６円 

   (ｲ) 特定世帯 １０，６９８円 

   (ｳ) 特定継続世帯 １６，０４７円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額 

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について ４，５３５円 

  エ （略） 

   (ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ６，９７９円 

   (ｲ) 特定世帯 ３，４９０円 

   (ｳ) 特定継続世帯 ５，２３４円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について １２，３４４円 

(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、３３０， 

０００円に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき２８５，０００円を加算した

金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

 

 

 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。） １人について １３，１８０円 

イ （略） 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １５，２８３円 

(ｲ) 特定世帯 ７，６４１円 

(ｳ) 特定継続世帯 １１，４６２円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額 

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について ３，２３９円 
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エ （略） 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ４，９２９円 

(ｲ) 特定世帯 ２，４６５円 

(ｳ) 特定継続世帯 ３，６９７円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について ９，１０７円 

(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、４３０， 

０００円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一

世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、４３０，０００円に

当該給与所得者等の数から１を減じた数に１００，０００円を乗じて得た金額を加算

した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２０，０００円を加算し

た金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。） １人について ６，１２８円 

イ （略） 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ６，３７４円 

(ｲ) 特定世帯 ３，１８７円 

(ｳ) 特定継続世帯 ４，７８１円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額 

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について １，８９６円 

エ （略） 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １，９７２円 

(ｲ) 特定世帯 ９８６円 

(ｳ) 特定継続世帯 １，４７９円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について ３，６４３円 

第２３条の２ ～ 第２７条 （略） 

エ （略） 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ４，９８５円 

(ｲ) 特定世帯 ２，４９３円 

(ｳ) 特定継続世帯 ３，７３９円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について ８，８１７円 

(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、３３０， 

０００円に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２０，０００円を加算した

金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

 

 

 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。） １人について ５，２７２円 

イ （略） 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ６，１１３円 

(ｲ) 特定世帯 ３，０５７円 

(ｳ) 特定継続世帯 ４，５８５円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額 

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について １，２９６円 

エ （略） 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １，９９４円 

(ｲ) 特定世帯 ９９７円 

(ｳ) 特定継続世帯 １，４９６円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について ３，５２７円 

第２３条の２ ～ 第２７条 （略） 
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   附 則 

１ （略） 

 （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

２ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世

帯所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得につい

て同条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢６５歳以上である者に係るものに限

る。）の控除を受けた場合における第２３条の規定の適用については、同条中「法第 

７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額」とあるのは「法第７０３条の５

に規定する総所得金額（所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得につ

いては、同条第２項第１号の規定によって計算した金額から１５０，０００円を控除し

た金額によるものとする。）及び山林所得金額」と、「１，１００，０００円」とあるの

は「１，２５０，０００円」とする。 

３ ～ １３ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

１ （略） 

 （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

２ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世

帯所属者が、前年中に所得税法（昭和４０年法律第３３号）第３５条第３項に規定する公

的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢６５歳以上

である者に係るものに限る。）の控除を受けた場合における第２３条の規定の適用につい

ては、同項中「法第７０３条の５に規定する総所得金額」とあるのは「法第７０３条の５

に規定する総所得金額（所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得につ

いては、同条第２項第１号の規定によって計算した金額から１５０，０００円を控除し

た金額によるものとする。）」とする。 

 

３ ～ １３ （略） 
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議案第３０号                                      主要改正点 

  ・大東市営大東寺川住宅、大東市営大東北新町住宅及び大東市営大東南郷住宅の名称及び位

置について規定したこと。 

・大東市営大東寺川住宅駐車場、大東市営大東北新町住宅駐車場及び大東市営大東南郷住宅

駐車場の名称、位置及び使用料について規定したこと。 

・市営住宅等及び共同施設の指定管理者による管理について規定したこと。 

  大東市営住宅条例 新旧対照表   
 

新  旧 

   

目次 

 第１章 ～ 第５章 （略） 

 第６章 補則（第６６条―第７４条） 

 附則 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号。以下「法」という。）によ

り整備する市営住宅、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成５年法律第 

５２号。以下「特優賃法」という。）により整備する特定公共賃貸住宅及び共同施設の設

置及び管理について、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 （略） 

(1) 市営住宅 本市が建設、買取り、借上げ又は大阪府から取得を行い、低額所得者に

賃貸し、又は転貸するための住宅及びその附帯施設で、法の規定による国の補助に係

るものをいう。 

(2) 特定公共賃貸住宅 特優賃法第１８条第１項の規定又は国土交通大臣の承認を受け

た地域特別賃貸住宅供給計画により、本市が建設し、又は大阪府から取得した住宅及

びその附帯施設をいう。 

 (3) ～ (5) （略） 

第３条 ～ 第５条 （略） 

 目次 

 第１章 ～ 第５章 （略） 

 第６章 補則（第６６条―第７１条） 

 附則 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号。以下「法」という。）によ

り整備する市営住宅、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成５年法律第 

５２号。以下「特優賃法」という。）により市が建設する特定公共賃貸住宅及び共同施設

の設置及び管理について、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 （略） 

(1) 市営住宅 本市が建設、買取り、借上げ又は大阪府から取得を行い、低額所得者に

賃貸し、又は賃貸するための住宅及びその附帯施設で、法の規定による国の補助に係

るものをいう。 

(2) 特定公共賃貸住宅 特優賃法第１８条第１項の規定又は国土交通大臣の承認を受け

た地域特別賃貸住宅供給計画により、本市が建設し、転貸するための住宅及びその附

帯施設をいう。 

 (3) ～ (5) （略） 

第３条 ～ 第５条 （略） 
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新  旧 

   

（入居者の資格） 

第６条 （略） 

 (1) （略） 

  ア ～ キ （略） 

ク 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年法律第３

１号。以下この号において「配偶者暴力防止等法」という。）第１条第２項に規定す

る被害者で、次のいずれかに該当するもの 

   (ｱ) ～ (ｲ) （略） 

 (2) ～ (9) （略） 

２ ～ ３ （略） 

第７条 ～ 第２３条 （略） 

 （原状回復義務等） 

第２４条 入居者の責に帰すべき事由により、市営住宅又は共同施設が滅失又は毀損した

ときは、入居者が原形に復し、又はこれに要する費用を賠償しなければならない。 

２ ～ ３ （略） 

第２５条 ～ 第３７条 （略） 

 （住宅の明渡請求） 

第３８条 （略） 

 (1) ～ (2) （略） 

(3) 当該市営住宅又は共同施設を故意に毀損したとき。 

(4) ～ (7) （略） 

２ ～ ６ （略） 

第３９条 ～ 第７０条 （略） 

（指定管理者による管理） 

第７１条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定す

る指定管理者（以下「指定管理者」という。）に市営住宅等及び共同施設の管理を行わせ

ることができる。 

（入居者の資格） 

第６条 （略） 

 (1) （略） 

  ア ～ キ （略） 

ク 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成１３年法律第３１

号。以下この号において「配偶者暴力防止等法」という。）第１条第２項に規定する

被害者で、次のいずれかに該当するもの 

   (ｱ) ～ (ｲ) （略） 

 (2) ～ (9) （略） 

２ ～ ３ （略） 

第７条 ～ 第２３条 （略） 

 （原状回復義務等） 

第２４条 入居者の責に帰すべき事由により、市営住宅又は共同施設が滅失又はき損した

ときは、入居者が原形に復し、又はこれに要する費用を賠償しなければならない。 

２ ～ ３ （略） 

第２５条 ～ 第３７条 （略） 

 （住宅の明渡請求） 

第３８条 （略） 

 (1) ～ (2) （略） 

(3) 当該市営住宅又は共同施設を故意にき損したとき。 

(4) ～ (7) （略） 

２ ～ ６ （略） 

第３９条 ～ 第７０条 （略） 
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新  旧 

   

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第７２条 前条の規定により指定管理者に市営住宅等及び共同施設の管理を行わせる場合

において、指定管理者が行う業務は、次に掲げる業務とする。 

(1) 第４条第１項の公募その他の市営住宅等及び共同施設の利用に係る市長の業務の補

助に関する業務 

(2) 市営住宅等及び共同施設の維持、管理及び修繕に関する業務 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

（指定管理者の指定手続等） 

第７３条 指定管理者の指定手続等については、大東市公の施設に係る指定管理者の指定

手続等に関する条例（平成１７年条例第１号）の規定により行うものとする。 

第７４条 （略） 

 

別表第１（第３条関係） 

 １ 市営住宅 

名称 位置 

  
  
  

大東市営大東深野住宅 （略） 

大東市営大東寺川住宅 大東市寺川一丁目３番から１８番まで 

大東市営大東北新町住宅 大東市北新町１番から３番まで、７番から１０番まで、

１２番、１３番及び１５番から１８番まで 

大東市営大東南郷住宅 大東市南郷町１１番から１５番まで 

（略） （略） 

 ２ 特定公共賃貸住宅 

名称 位置 

大東市営飯盛園第１住宅 （略） 

大東市営大東北新町住宅 大東市北新町６番及び１１番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７１条 （略） 

 

別表第１（第３条関係） 

 １ 市営住宅 

名称 位置 

  
  
  

大東市営大東深野住宅 （略） 

（略） （略） 

  

 

 

 

２ 特定公共賃貸住宅 

名称 位置 

大東市営飯盛園第１住宅 （略） 
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新  旧 

   

別表第２（第５０条関係） 

名称 位置 

大東市営南郷住宅駐車場 大東市南郷町 

大東市営深野野崎園住宅駐車場 大東市野崎一丁目 

大東市営野崎松野園住宅駐車場 大東市野崎一丁目 

大東市営深野園住宅駐車場 大東市深野三丁目 

大東市営飯盛園第１住宅駐車場 大東市北条四丁目 

大東市営大東深野住宅駐車場 大東市深野三丁目 

大東市営大東寺川住宅駐車場 大東市寺川一丁目 

大東市営大東北新町住宅駐車場 大東市北新町 

大東市営大東南郷住宅駐車場 大東市南郷町 

別表第３（第５７条関係） 

（略） 

備考 大東市営大東深野住宅駐車場及び大東市営大東寺川住宅駐車場については、こ

の表の規定にかかわらず、１か月当たりの使用料を７，５００円とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第２（第５０条関係） 

名称 位置 

大東市営南郷住宅駐車場 大東市南郷町１６番 

大東市営深野野崎園住宅駐車場 大東市野崎一丁目８番 

大東市営野崎松野園住宅駐車場 大東市野崎一丁目１５番 

大東市営深野園住宅駐車場 大東市深野三丁目２番から９番まで 

大東市営飯盛園第１住宅駐車場 大東市北条四丁目４番、５番及び７番 

大東市営大東深野住宅駐車場 大東市深野三丁目１２番から１８番まで 

 

 

 

別表第３（第５７条関係） 

（略） 

備考 大東市営大東深野住宅駐車場については、この表の規定にかかわらず、１か月

当たりの使用料を７，５００円とする。 
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議案第３１号                                      主要改正点 

  ・学校運営協議会委員の報酬の額を規定したこと。 

  大東市特別職非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例   新旧対照表 
 

新  旧 

   

本則 （略） 

 

別表第１ （略） 

別表第２（第２条関係） 

 執行機関の附属機関及び上下水道事業管理者の諮問機関としての審査会等の委員の報

酬の額 

区分 報酬の額 

  

  

  

行政不服審査会委員 （略） 

学校運営協議会委員 日額 １，５００円 

  

  

  

別表第３ ～ 別表第４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本則 （略） 

 

別表第１ （略） 

別表第２（第２条関係） 

 執行機関の附属機関及び上下水道事業管理者の諮問機関としての審査会等の委員の報

酬の額 

区分 報酬の額 

  

  

  

行政不服審査会委員 （略） 

 
 

 

  

 
 

 

別表第３ ～ 別表第４ （略） 
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